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東京の木多摩産材認証制度実施要領 
 

多摩 産材 認証 制度 実施 要領 （平成 １８ 年２ 月２ ３日 施行 。令 和６年 ７月 ３１ 日最 終 改正） の全部 改正  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多摩産材認証協議会 
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東京の木多摩産材認証制度の理念及び概要図 

 

 

 

１ 東京の木多摩産材認証制度の理念 

 

多摩産材認証協議会規約第２条の目的を達成するため、認定された全ての登録事業

者及び利用事業者が遵守すべき行動指針 

 

私たち登録事業者及び利用事業者は、東京の木多摩産材の認証及び安定供

給に努め、多摩地域の森林が、健全かつ持続的に育成できる環境づくりをめ

ざします。 

 

１  森林所有者・素材生産業者・原木市場・製材業者・チップ等業者・利用

事業者・林業関係団体が一致協力して取り組みます。 

 

２  多摩地域の管理された森林から、産地の明確な木材を供給します。 

 

３  持続的な森林経営に配慮し、林業・木材産業の活性化に努めます。 

 

４  森林資源の循環を促進し、森林整備を推進します。 

 

５  東京の木多摩産材を利用する意義を訴え、需要拡大に努めます。 

 

６  消費者の要望に応え、東京の木多摩産材の品質向上に努めます。 

 

７  登録事業者及び利用事業者の取組事項を遵守し、東京の木多摩産材認証

制度の信頼性を高めます。 
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 東京の木多摩産材認証制度の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京の木多摩産材認証制度の認証の流れと証明書類 (別紙１の付) 
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（趣旨） 

第１条 この要領は、東京の木多摩産材認証制度の理念を基に、多摩産材認証協議会

（以下「協議会」という。）規約第３条の（１）に規定する東京の木多摩産材認証制度（以

下「認証制度」という。）の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（クリーンウッド法の遵守） 

第２条 令和７年４月１日に施行された改正クリーンウッド法（合法伐採木材等の流通及び

利用の促進に関する法律（平成２８年法律第４８号。以下「ＣＷ法」という。））の主旨に

沿い、認証制度の運営に努めるものとする。 

２  認証制度で定める登録事業者及び利用事業者は、ＣＷ法第２条に定める「素材生産

販売事業者」、「第１種木材関連事業者」及び「第２種木材関連事業者」として、同法第

５条で求められる事業者の責務を遵守するものとする。 

 

（認証） 

第３条 認証制度は、東京都の多摩地域で生育し、適切に管理された森林又は公的に

伐採されその後適切に管理されていく森林等から生産された、ＣＷ法第７条第２項に

定める合法性確認木材（以下「合法性確認木材」という。）の産地証明を行うものである。 

 

（対象森林） 

第４条 前条に規定する森林は、森林の循環及び保全に資するものであって、次の各号

のいずれかに該当するものとする。 

（１） 森林経営計画の認定を受けた森林 

（２） 森林認証制度における認証機関により認証された森林 

（３） 東京都が実施する「森林循環に資する花粉発生源対策事業」の対象森林 

（４） 東京都が実施する「森林再生事業」の対象森林 

（５） 市町村が実施する日照権等の対象森林 

（６） 林道及び治山事業の対象森林、並びに道路などの国土保全の基盤となる施設を

整備する公共事業の対象森林にあって、木材利用の促進に資するもの 

（７） その他協議会が適切と認めた森林 

２  前項第７号に係る森林については、東京の木多摩産材認証確認書(様式第１号。以

下「認証確認書」という。)を作成した森林所有者が協議会の産地認証を受けるに際し

て申し出るものとする。 

３  協議会は、前項の規定により申し出のあった森林を第２７条で定める東京の木多摩

産材認証制度審査委員会（以下「審査委員会」という。）の審査を経て適切と認められ

た時は、認証確認書の種別欄にその旨を記載するものとする。 

 

(東京の木多摩産材) 
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第５条 協議会は、第３条の規定に基づき、第４条各号のいずれかに該当する森林から

生産された、合法性確認木材に対して産地証明を行う。 

２  協議会が産地証明する合法性確認木材を「東京の木多摩産材」という。 

３  東京の木多摩産材であることの証明は、認証確認書をもって行う。 

 

（ 「東京の木多摩産材」認証製材） 

第６条 認証制度においては、伐採から製材までの過程を一貫して登録事業者が取り扱

った東京の木多摩産材の製材品を、『「東京の木多摩産材」認証製材』（以下、「認証

製材」という。）とする。 

２  認証製材であることの証明は、その販売に際して登録事業者（製材業者）から発出さ

れる東京の木多摩産材であると証明された「出荷伝票」をもってその証明とし、必要に

応じて認証確認書の写し又は原木市場が発行する東京の木多摩産材であることが表

示された「多摩産材出荷確認書」の写しを附すことができるものとする。  

３  登録事業者(製材業者)が認証製材を販売する場合は、協議会から購入した東京の

木多摩産材の「認証シール（マーク）」（別紙２①）を商品に貼付する。また、認証シー

ル（マーク）の管理は適正に行う。 

 

(「とうきょうの木」商品) 

第７条 認証制度において、東京の木多摩産材及び認証製材を原材料として施工若しく

は製造した商品等を 「とうきょうの木」商品という。 

２ 「とうきょうの木」商品の東京の木多摩産材及び認証製材の使用割合については、常

に施工及び製造において管理し公開できることとする。 

３ 「とうきょうの木」商品であることの証明は、原則として、第２５条に規定する愛称マーク

の表示によるものとする。 

４  書類による証明を要する場合は、納品書等に証明印を押印するとともに、出荷確認

書の写し若しくは認証確認書の写しに利用事業者認定書を附して証明書とする。 

 

（認証の流れと証明書類） 

第８条 東京の木多摩産材及び認証製材としての流通並びに「とうきょうの木」商品として

の流通は、各登録事業者及び利用事業者の責任において、原則として別紙１「東京の

木多摩産材・「とうきょうの木」商品の認証の流れ」により取引等を行うものする。 

 

（登録事業者） 

第９条 登録事業者は第１２条及び第１３条の規定に合致し、協議会に登録事業者として

認定された者をいう。 

２  登録事業者の行動指針は「東京の木多摩産材認証制度の理念」のとおりとする。 
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（登録事業者の責務） 

第１０条  登録事業者は、次の各号に掲げる責務を理解し、適切に対応するものとする。 

（１） 持続可能な林業経営が行われる環境づくりに努めなければならない。 

（２） 利用事業者又は消費者との間に生じた諸問題については、当事者間で解決を図

らなければならない。 

（３） 協議会が行う検証に協力しなければならない。 

（４） 東京の木多摩産材の製造又は販売に係る業務については、登録事業者を除く事

業者に一括で委託してはならない。一部を委託する場合には、委託先における東京

の木多摩産材の適切な管理等について委託条件に明記し、監督を行うこと。 

 

（登録事業者の認定単位） 

第１１条 登録事業者として認定される者は、森林所有者、素材生産業者、原木市場、製

材業者及びチップ等業者の業務区分の者とする。 

２  複数の業務区分に及んで業務を行う者は、東京の木多摩産材として木材を取り扱う

業務毎に登録事業者の認定を受けなければならない。 

３  登録事業者の認定は、個人、法人及び団体（以下「個人・法人等」という。）毎に行う

ものとし、登録事業者の傘下の個人・法人等が東京の木多摩産材を取り扱う業務を行

う場合でも、当該個人・法人等は当該業務に係る認定を受けなければならない。 

 

（登録事業者の認定対象） 

第１２条 登録事業者は、協議会より認証制度に関する説明を受けその趣旨を理解し賛

同する者のうち、各業務区分において次に掲げる要件を満たす事業者を認定対象と

する。 

（１） 森林所有者 

所有する森林を伐採し搬出した木材を東京の木多摩産材として供給する次に掲

げる者とする。ただし、森林所有者の認定を受けていない森林所有者にあって協議

会に産地認証を受けようとする者は、当該認証を受けるに際して、第１９条の登録事

業者申請を行うものとする。 

ア 森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第２条第２項の森林所有者 

イ 森林の経営の委託を受けた者 

ウ 森林の使用収益が目的の地上権者 

エ 伐採（主伐及び間伐）を主な目的として森林を譲り受け伐採後の適正な施業管

理ができる者 

オ 森林所有者との協定等により第４条第１項第７号に該当する森林で公的事業と

して伐採（主伐及び間伐）を実施する団体 

（２） 素材生産業者 

  ア 素材生産業者の区分は、伐採等により素材（丸太）の生産・流通を取り扱う業務
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とする。なお、伐採等により生産された枝葉、根株及び林地残材等を譲り渡す目

的で収集した場合も、この業務とする。 

  イ 次号の原木市場を介さずに丸太や枝葉、根株及び林地残材等を流通させる場

合もこの区分とする。ただし、原木市場と類似した流通を行う場合は、原木市場の

区分の認定を要するものとする。 

（３） 原木市場 

  ア 原木市場の区分は、素材の丸太を用途別に仕分けし、せり若しくは入札等によ

り販売する原木の流通を取り扱う業務とする。 

イ 前号の素材生産業者が運営管理する貯木場（以下「貯木場」という。）で、前号

イのただし書きに該当する丸太の販売を行う業務もこの区分とする。 

ウ この要領における認証制度の運営が実行できるシステムを備えているか、若しく

は同等の処理ができること。 

（４） 製材業者 

  ア 製材業者の区分は、製材品の製材及び流通を取り扱う業務とする。 

  イ 原木市場(多摩木材センター)で、直近２年度、東京の木多摩産材の取扱実績が

概ね１００立方メートル以上ある者 

  ウ イを満たさないが原木市場(多摩木材センター)で東京の木多摩産材以外の取扱

実績や直近２年度以前の東京の木多摩産材の取扱実績が顕著と認められる者 

エ 製材業者が、丸太を加工せず流通させる場合や製材過程で生じた端材や木く

ず等の流通についてもこの区分とする。 

オ 東京の木多摩産材と他の木材との分別管理が確実にできる者 

（５） チップ等業者 

  ア チップ等業者の区分は、第３号イの貯木場から東京の木多摩産材を譲り受ける

者であって、木くず・チップ等の製造及び流通を取り扱う業務とする。 

  イ 東京の木多摩産材と他の木材との分別管理が確実にできる者  

 

（登録事業者の認定要件） 

第１３条 登録事業者の認定を受ける者は、前条各号に定める認定対象のうち、次の各

号の該当する要件を満たす者とする。 

（１） 製材業者は、同一業種の少なくとも一者の推薦 

（２） チップ等業者については前条第１項第３号イの貯木場を運営管理する素材生産

業者の推薦 

（３） 製材業者は、前条第１項第４号ウに規定される東京の木多摩産材の取扱実績が

あること。 

（４） 製材業者及びチップ等業者は、分別管理の場所とその方法が定められていること。 

（５） 入出荷、在庫に関する情報が管理簿等により把握できること。 

（６） 関係書類を作成年度の翌年度から起算して５年間保存すること。 
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（７） 本取組の責任者が１名以上選任されていること。 

 

（利用事業者） 

第１４条 利用事業者は第１７条及び第１８条の規定に合致し、協議会に利用事業者のと

して認定された者をいう。 

２  利用事業者の行動指針は「東京の木多摩産材認証制度理念」のとおりとする。 

 

（利用事業者の責務） 

第１５条 利用事業者の責務は、第１０条第 1 項各号の規定を準用する。この場合におい

て、「登録事業者」とあるのは「利用事業者」、「利用事業者」とあるのは「認定事業者」、

また「東京の木多摩産材」とあるのは「「とうきょうの木」商品」と読み替えるものとする。 

 

（利用事業者の範囲） 

第１６条 利用事業者として認定される者は、東京の木多摩産材を原材料として「とうきょう

の木」商品を施工若しくは製造する事業者及び仕入れた「とうきょうの木」商品を改変す

る事業者、並びに登録事業者（製材業者及びチップ等業者）とする。 

２  前項の登録事業者にあっては、利用事業者の認定を受けたものと見做す。 

３  利用事業者の認定は、第１１条第３項の規定を準用する。この場合において、「登録

事業者」とあるのは「利用事業者」と読み替えるものとする。 

 

（利用事業者の認定対象） 

第１７条 利用事業者は、協議会より認証制度に関する説明を受け、その趣旨を理解し賛

同する者のうち、次の各号の該当する要件を満たす事業者を認定対象とする。 

（１） 「とうきょうの木」商品を国内で施工若しくは製造又は改変する者、但し改変しない

者はこの限りでない。 

（２） 「とうきょうの木」商品を消費者に向けて販売する者 

（３） 斡旋や受託等で取引に関与する者については、利用事業者の認定は要しないも

のとする。 

 

（利用事業者の認定要件） 

第１８条 利用事業者の認定を受ける者は、前条に定める認定対象のうち、次に掲げる要

件を満たす者とする。 

（１） 申請者と直接若しくは間接的に東京の木多摩産材に係る取引実績若しくは取引

予定のある登録事業者（製材業者及びチップ等業者）の少なくとも一者からの推薦 

（２） 「とうきょうの木」商品とそれ以外の販売品を確実に区別し、取り扱うことができる者 

（３） 東京の木多摩産材の入荷、「とうきょうの木」商品の製造、原材料の使用割合管理、

販売、在庫に関する情報を、管理簿等により検証可能な状態で整理できる者 
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（４） 関係書類を作成年度の翌年度から起算して５年間保存すること。 

（５） 本取組の責任者が１名以上選任されていること。 

 

（認定事業者） 

第１９条 認定事業者とは登録事業者及び利用事業者の認定を受けた者とする。 

 

（認定手続き） 

第２０条 認定事業者の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、様式第２号に

よる申請書に誓約書（様式第３号）を添付し、協議会に提出するものとする。ただし、申

請者が森林所有者の場合、誓約書の添付は要しない。 

２ 申請者が製材業者、チップ等業者及び利用事業者である場合には、様式第４号によ

る推薦書も併せて添付するものとする。 

 

（認定審査） 

第２１条 協議会は前条の申請書等を受け、認定の可否について審査委員会に諮るもの

とする。審査委員会は審査の結果を協議会に報告するものとする。 

２  協議会は、申請者を認定事業者として認定する場合は認定事業者台帳に登載し、

認定書（様式第５号）により申請者に審査結果を通知する。 

３  認定事業者の認定の有効期間は年度単位で 1 年間とする。なお、認定の取消しや

年会費の未納等がない限り、次年度以降も自動的に継続されるものとする。 

 

（認定事業者への貸与品等） 

第２２条 素材生産業者は、協議会から「東京の木多摩産材認証刻印貸与申請書」（様式

第６号）により、「東京の木多摩産材刻印」（別紙２②。以下「刻印」という。）の貸与を受

けるものとする。 

２  製材業者及び利用事業者は、協議会から「東京の木多摩産材証明印」（別紙２③-1、

③-２。以下「証明印」という。）の貸与を受けるものとする。 

３  製材業者及び利用事業者は、協議会から保管場所を明示する看板の貸与を受ける

ことができるものとする。 

 

（認定の解除及び取消し） 

第２３条 認定事業者が自ら認定事業者としての認定を解除したいときは、「認定解除届

出書」（様式第７号）を協議会に提出するものとし、協議会は速やかに当該事業者を認

定事業者台帳から削除するものとする。 

２  協議会は、認定事業者が次のいずれかに該当する場合、認定の取消しについて審

査委員会に諮ることが出来る。審査委員会が認定の取消しを認めたときは、協議会は

当該事業者を認定事業者台帳から削除するのものとし、「認定取消通知書」（様式第８
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号）により認定事業者に通知するものとする。 

（１） 認定申請書、認証確認書等の記載に虚偽があったとき 

（２） 認定事業者が、認定の要件等に適合しなくなったとき 

（３） 認定料及び更新認定料（以下「認定料等」という。）を納付しないとき 

（４） 不適切な行為等を行った場合は改善のための必要な指導を行い、その後も改善

が認められないとき 

３  認定事業者台帳から削除した事業者に対しては、次のように取扱うものとする。 

（１） 削除後１年間は再認定を受けることができない。 

（２） 認定の解除及び取消しによる認定料等の払戻し等は行わない。 

（３） 協議会からの貸与品については、速やかに協議会に返納する。 

 

（認定料等） 

第２４条 認定事業者の認定料及び更新認定料については、別紙３に定める。 

 

(愛称マーク) 

第２５条 協議会の登録商標である「とうきょうの木」愛称マーク及び愛称文字（以下「愛称

マーク」という。）は、別紙４に定めるところによる。 

 

（愛称マークの運用） 

第２６条 利用事業者は、愛称マークを使用することが出来るものとし、使用に際しては、

次項の規定を遵守する。 

２  愛称マークの運用は、次の各号に定めるところによる。 

（１） 認証制度に関する消費者向けの広報活動（木育等含む。）については、消費者が

親しみやすいように、「とうきょうの木」の表現を用いて認証制度の普及を図ることを

運用方針とする。 

（２）愛称マークの適切な使用を確保するため、「とうきょうの木」愛称マーク使用規則（別

紙５）及び「とうきょうの木」愛称マーク使用規格（別紙６）を別に定める。 

 

（審査委員会） 

第２７条 協議会は、この要領に基づく事業者の認定等を審査するため、審査委員会を

設ける。 

２ 審査委員会は、次の各項の審査を行うものとする。 

（１） 第４条第１項第７号に定める「その他協議会が適切と認めた森林」の審査 

（２） 第２１条第１項に定める事業者認定申請に対する認定審査 

（３） 第２３条第 2 項に定める「認定の取消し」に関する審査及びその可否 

（４） 第２８条に定める東京の木多摩産材認証制度検証指針に関すること。 

（５） その他疑義のある場合の審査  
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３  審査委員会委員は、東京の木多摩産材認証制度審査委員会委員選出基準（別紙７）

によるものとする。 

 

（検証） 

第２８条 協議会は、この制度の適切な運用を確認するため、東京の木多摩産材認証制

度検証指針（別紙 8）に基づき検査を行う。 

２  前項の規定に基づき登録事業者（製材事業者及びチップ等業者）及び利用事業者

が行う自主検査の結果を踏まえ、必要な場合には協議会は点検を行う。 

 

別紙 

別紙１ 東京の木多摩産材認証制度の流れ 

別紙２ 東京の木多摩産材認証マーク・刻印・証明印 

別紙３ 認定料及び更新認定料について 

別紙４ 愛称マーク・愛称文字 

別紙５ 「とうきょうの木」愛称マーク使用規則 

別紙６ 「とうきょうの木」愛称マーク使用規格 

別紙７ 東京の木多摩産材認証制度審査委員会委員選出基準 

別紙８ 東京の木多摩産材認証制度検証指針 

別紙９ 認証シール(マーク)の使用について 

別紙 10 様式集 

 

 

附則 

１  この要領は、令和７年９月３０日から施行する。ただし、第 27 条第 3 項第 2 号の利用

事業者の更新認定料の規定は令和１０年４月１日から施行することとし、令和９年度ま

では従前の例による。 

２  この要領の施行の際、施行前において旧要領に基づき協議会で決定された次に掲

げる事項について、（１）はこの要領に基づき決定されたものとし、（２）～（４）は、これを

廃止する。 

（１） 認証シール（マーク）の使用について（平成２１年１２月２１日施行）(別紙９) 

（２） 公共工事で使用する多摩産材の確認手続きについて（平成２０年１月３１日施行） 

（３） 実施要領の条文解釈について（平成２１年８月７日施行） 

（４） 合板・ＬＶＬ（単板積層材）の取扱いについて（平成２１年８月７日施行） 

 

 

 


